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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇大麻検挙、最多の４５７０人 心身への影響、若者軽視か―犯罪白書 

＜時事ドットコム 2020年 11月 24日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112400283&g=soc 

 法務省は２４日、２０２０年版の犯罪白書を公表した。１９年の大麻取締法違反の検挙数は前年比２１．５％

増の４５７０人と過去最多を更新。若者を中心に、薬物の悪影響を軽視する傾向があるとみられ、正確な情報発

信の必要性を強調した。 

 大麻は覚せい剤など他の薬物使用のきっかけになりやすい「ゲートウエードラッグ（入門薬）」の一つとされる。

白書の特別調査では、覚せい剤の使用経験がある男女６９９人のうち、３５１人に大麻の使用経験があった。 

 薬物犯罪をめぐっては、覚せい剤取締法違反の検挙数は１６年から毎年減り、１９年は８７３０人と４４年ぶ

りに１万人を下回った。その一方で、大麻取締法違反は１４年から６年連続で増加。２０代は２８．２％増の１

９５０人、２０歳未満は４２．０％増の６０９人と、若年層の増加が顕著だった。 

 白書は、大麻が心身に与える影響について、インターネット上で誤った情報が広まっていると指摘。若者が「薬

物の影響を誤解して使用を開始している可能性は否定できない」と分析した。 

 １９年の刑法犯の認知件数は８．４％減の７４万８５５９件。５年連続で戦後最少を更新した。 

 法務省は再犯防止推進白書も公表。出所した受刑者が２年以内に再び刑務所などに入る割合について、１８年

は１６．１％と４年連続で減少した。 

---------- 

◇バリウム誤嚥、73歳女性に後遺症 救急搬送されず、夫「真相調べて」 

＜西日本新聞 2020年 11月 20日＞ 

https://news.goo.ne.jp/article/nishinippon/nation/nishinippon-1000665905.html 

 福岡市から業務委託を受けた公益財団法人「福岡県すこやか健康事業団」（現・ふくおか公衆衛生推進機構）
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が 2015年に実施した胃がん検診で、同市西区の女性＝当時（73）＝が飲んだバリウムが誤って肺に多量に流入し

た際、救急搬送されず、肺から取り除けなくなっていたことが分かった。女性は重い後遺症を患い、今年夏に死

亡。事業団側は「対応は適切だった」としているが、女性の夫は「きちんとした対応を取っていれば、バリウム

は除去できたのではないか」と不信感を募らせている。 

 胃がん検診は 15年 8月、西区の公民館で行われた集団検診の一つで、巡回検診車内で実施した。 

 事業団側が夫にした説明によると、女性がバリウムを飲んだ直後、診療放射線技師による胸部観察で肺にバリ

ウムが流入しているのが見えたため検診を中止。バリウムの排出処置を実施したが取り除けず、女性は検診医の

指示でスタッフに付き添われタクシーで消化器科医院に移った。だが、医院でも排出できなかったため、さらに

早良区の別の病院に移動。ここでも取り除けず、肺洗浄などの処置も行われなかったという。 

 夫によると、女性は肺にバリウムが固着した影響で体力が低下。その後、食べ物をのみ込む機能も衰え、胃に

穴を開けて管で直接栄養を送る「胃ろう」を行っていた。一時は胃ろうを外すほど体力が回復したが、今年 8月

に亡くなった。 

 事業団側は、最初に救急搬送しなかった理由について「診察で重い症状は見受けられず、救急車を呼ぶより近

くの病院で処置をする方が早いと判断した」と説明。一方、検診医の経験がある博多区の医師は「バリウムを使

った胃検診は本来危険性が高く、固まるので肺に入ったら迅速な対応が必要。救急搬送をしなかった判断につい

て詳しく検証する必要がある」と指摘する。 

 事業団側は取材に対し、女性側に入院費などを払うことで示談交渉していると説明。バリウム誤嚥（ごえん）

後の女性への対応と死亡との因果関係については認めていない。また、こうした事故を防ぐため、現在、60歳以

上には診療放射線技師がバリウムを飲ませながら胃を透視するなどの対応を実施しているという。夫は「胃検診

の事故がこれ以上起こらないよう、真相を徹底的に調べてほしい」と話している。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・医療機器納入、医師側にリベート 20人超に計 1億円 

＜朝日新聞 2020年 11月 24日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASNCR5SJ4NCRUTIL00L.html?iref=comtop_7_01 

 世界的な米系医療機器メーカー「グローバスメディカル」の日本法人（東京都千代田区）が、同法人の機器を

購入した病院の医師側に売り上げの 10%前後を戻していたことが朝日新聞の取材でわかった。同法人の内部資料

によると、その額は少なくとも昨年 1年間で二十数人に総額 1億円超。医師本人ではなく、各医師や親族らが設

立した会社に振り込み、キックバック（還流）していた形だ。 

 医療機器の納入を巡り、医師側への大規模なリベート提供が明らかになった。医療機器の販売を巡る医師への

資金提供は景品表示法に基づく業界の公正競争規約で禁じられており、これに反する疑いがある。患者のための

機器選択が医師への金銭提供によってゆがめられた可能性がある。保険適用される機器の購入は、国民が負担す

る保険料や税金などが財源の診療報酬でまかなわれている。  

 グローバス社日本法人は 2016年に前身の会社を買収。背骨や腰の治療で使う脊椎（せきつい）インプラントな

どの医療機器を販売している。価格は数万円から数百万円。一般的に、病院がこうした医療機器を購入する際、

機器を使う医師の判断が重要視されるという。  

 同法人の関係者の話や内部資料によると、同法人は、医師本人やその親族らが設立した会社と「販売手数料」

を支払う契約を締結。病院が医療機器を購入するたびに、販売額の 10%前後を医師側の会社の口座に振り込む内

容だった。二十数人の医師は関東や関西、九州の大規模な民間病院に勤務。医師側が昨年 1年間で受け取った「手

数料」は、1人あたり百十数万円から 2千数百万円にのぼる。  

 朝日新聞の取材に、日本法人のステファン・R・ラニーヴ社長は「契約については機密なので詳細を開示するこ

とができない」とする一方、「前身の会社を買収し、私が社長に就任（昨年 8月）して以来、複数の相手との契約

関係に気づいた。適法ではあるものの、世界にまたがる我々の商慣行や企業理念に反する。このため契約を解除

している」と回答した。同法人関係者によると、同法人は現在、社内調査をし、医師側との契約解除を進めてい

る。  

 二十数人の医師に取材を申し込んだところ、複数人が受領を認めた。1人は「アドバイザリー契約の対価だ」
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と説明。別の 1人は「医療機器会社の利益からもらっているという認識だった。今となっては倫理上問題がある

とは思う」と話した。ほかの医師は取材に応じないと回答した。  

 グローバス社は世界 40カ国以上で医療機器の販売を展開し、脊椎インプラントなどの売り上げは世界有数だ。

矢野経済研究所によると、日本法人の国内の 2018年度の売り上げは約 55億円。高齢化が進み、骨を接合する機

器の国内の市場規模は、10年前から 2割近く増えている。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・京大霊長類研の不正支出 特別教授ら 2人を懲戒解雇 

＜朝日新聞 2020年 11月 24日＞ https://www.asahi.com/articles/ASNCS6485NCSPLBJ002.html 

 京都大は 24日、霊長類研究所（愛知県犬山市）のチンパンジー飼育施設の整備費をめぐる不正な支出に関与し

たとして、松沢哲郎特別教授（70）と友永雅己（まさき）教授（56）を同日付で懲戒解雇したと発表した。その

ほか 4人を停職や戒告の懲戒処分とした。特別教授は、国際的に極めて顕著な業績がある人物を任命する京大の

制度で、懲戒解雇された例はない。 

 2011～14年度に整備された飼育施設をめぐっては、京大が 6月に約 5億円が不正支出だったと認定。会計検査

院は今月、加えて約 6億円が不適正な支出だったと指摘した。 

 京大は、松沢氏の処分理由について、約 2億 3千万円の不正支出に関与したほか、当時の霊長類研所長として

研究費を管理する注意義務を怠ったなどとしている。友永教授については、施設を設置した熊本県内の京大施設

の所長として、約 4億 8千万円の不正支出に関わったなどとした。 

 京大はほかに、野生動物研究センター（京都市）の教授（47）を停職 1カ月、同センター特定准教授（50）を

同 2カ月、霊長類研の事務職員 2人を戒告の懲戒処分にした。 

---------- 

・獣医師法第8条第2項の規定に基づく「獣医師の業務停止処分」について 

＜農林水産省 2020年 11月 24日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/tikusui/201124_8.html 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・東日本大震災１０年へ 放射性雲、どう流れたか 

原発事故時の大気中濃度が判明／「再現」精緻に 

＜朝日新聞 2020年 11月 23日＞ https://www.asahi.com/articles/DA3S14704882.html 

 東京電力福島第一原発事故で被害を広げたのが、放射性物質を含んだ空気の塊「プルーム（放射性雲）」だ。

原発から出た後、いつ、どこを通ったのか。研究者らが地道に追い続け、詳しい様子が少しずつ「再現」されて

きた。                                   --- 末尾 [付録]  

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・国内の発生状況について更新しました 

＜厚生労働省 2020年11月24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/kokunainohasseijoukyou.html 

・新型コロナウイルス感染症に関する報道発表資料（発生状況、国内の患者発生、海外の状況、その他）を更新

しました  

＜厚生労働省 2020年11月24日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00086.html 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和２年 11月 24日版）  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15027.html 

・新型コロナウイルスに関連した患者等の発生について(11月 23日各自治体公表資料集計分) 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15012.html 
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・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15032.html 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・重症病床使用率、各地で悪化 １７都道府県で上昇―新型コロナ 

＜時事ドットコム 2020年 11月 24日＞ 

https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112300565&g=soc&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=

edit 

・子どもの自殺大幅増加 コロナによる生活変化が影響か 

＜NHK 2020年 11月 25日＞ 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20201125/k10012729311000.html 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) ページを更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）を更新しました 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

・「新型コロナウイルスに関する Q&A（一般の方向け）」を更新しました  

＜厚生労働省 2020年11月24日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html 

・新型コロナウイルス感染症による「小学校休業等対応助成金に係る特別相談窓口」を開設します 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14966.html 

---------- 

◇冬休み「家族で集まらないことが最善」 WHOが警鐘 

＜朝日新聞 2020年 11月 24日＞ 

https://news.goo.ne.jp/article/asahi/world/ASNCS2RSKNCSUHBI00D.html 

 新型コロナウイルスの感染拡大が続く中、年末年始は家族で集まれるよう一部の国が感染抑止策の緩和を検討

していることについて、世界保健機関（WHO）の感染症専門家マリア・ファンケルクホーフェ氏は 23日の記者会

見で「家族で集まらないことが最善策だ」と警鐘を鳴らした。 

 ファンケルクホーフェ氏は「体の弱い人がいる家族を訪問するつもりか。死亡リスクの高い人がいる家にウイ

ルスを持ち込む可能性はどうか。個人として行動を決めなければならない」と指摘。屋内より屋外で会ったり、

集まる人数を減らしたりすれば感染リスクは減るが「ゼロにはならない」として、「状況によっては、家族で集

まらないという厳しい選択をすることが最善策だ」と語った。 

 WHOの緊急対応責任者、マイク・ライアン氏は、10月にカナダで感謝祭の祝日があった後に感染者数が増加し

たことを紹介、「科学は明確だ。市中感染が存在する中で人々が入り交じれば伝染は避けられない」と語った。

各国政府には「疫学的なリスクと、休暇期間も規制を続けることの経済的・社会的なリスクをはかりにかけて、

政策を決めなければならない」と求めた。 

 欧州では現在、感染の第 2波の最中で、多くの国で外出制限を伴うロックダウン（都市封鎖）が続いている。

長引く規制には不満も高まっており、一部の国ではクリスマスに家族で集まれるようにするため、一時的な規制

の緩和が検討されている。 

---------- 

◇治療薬、検査薬等 

・英ワクチン、冷蔵庫で保管可能 コーヒー代程度で大量配布に活路―新型コロナ 
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＜時事ドットコム 2020年 11月 24日＞ 

https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112400170&g=int&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=

edit 

効果が確認された英製薬大手アストラゼネカが開発中の新型コロナウイルスワクチンは、一般的な冷蔵庫の温

度（２～８度）で保管可能な点が最大の特長だ。費用はコーヒー１杯と同程度の１回当たり４ドル（約４２０円）

前後と安価。共同開発相手のオックスフォード大は「診療所や地元の薬局など既存の医療施設を使用して容易に

配布できる」としており、大量配布に活路が開けてきた。 

 アストラゼネカは２３日、ワクチン候補が平均７０％、最高９０％の効果を示したと発表。ソリオ最高経営責

任者（ＣＥＯ）は新型コロナ流行中は利益を考えずに供給すると表明し、「安価なワクチンを世界全体に迅速に提

供できる」と語った。 

・コロナワクチン、７割の効果 英アストラゼネカ、承認申請へ 

＜時事ドットコム 2020年 11月 23日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112300426&g=int 

英製薬大手アストラゼネカは２３日、英オックスフォード大と共同開発中の新型コロナウイルスワクチンが、

最終段階の臨床試験（治験）で平均７０％の効果を示したと発表した。米製薬大手ファイザーなどに続き、有効

なワクチン開発にめどが立った。直ちに世界各国での早期使用の承認申請に向けた手続きに入る。 

 新型コロナの感染拡大が収まらない中、有望なワクチン開発の成果が相次いで発表され、光明となりそうだ。

日本政府はアストラゼネカと１億２０００万回分の供給で合意済みで、このうち３０００万回分は２０２１年１

～３月に供給される見通しだ。ロイター通信によると、チェン副社長は「（全体では）年末までに２億回分、２１

年３月末までに７億回分を準備できる」と述べた。 

 発表によると、ワクチンを少なくとも１カ月の間隔を空けて２度投与した場合、投与量の違う２グループの平

均で７０％の効果があった。一方のグループでは効果が９０％だった。安全性にも問題がなかったという。今回

公表されたのは英国とブラジルでの約２万３０００人分の治験結果で、日本を含む多くの国でも治験を行ってい

る。 

・英ワクチンに「利点」 冷蔵庫で保管可能 米社製はマイナス 20～70度 

英ワクチン、保管面で利点 WHO、多種の開発歓迎 

＜共同通信 2020年 11月 24日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/471f3d1c7881f13948f28b48eea6b65cfcbadad5 

 世界保健機関（WHO）のスワミナサン主任研究員は 23日、英オックスフォード大と英製薬大手アストラゼネカ

が有効性を示したと発表した新型コロナウイルスワクチンについて「一般的な冷蔵庫で可能な 2～8度という温度

で保管できるという利点がある」と述べ、世界規模での接種普及に向け多種多様なワクチンの開発を歓迎した。  

 これまで米製薬大手ファイザーと米バイオテクノロジー企業モデルナが開発したワクチンの有効性を確認した

と発表したが、それぞれマイナス 70度、マイナス 20度での保管が必要。医療体制が未整備な国への輸送や接種

に至るまでの扱いを不安視されていた。 

---------- 

・国内ワクチン治験、第２段階へ 実用化ずれ込み―新型コロナ 

＜時事ドットコム 2020年 11月 20日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112001126&g=soc 

大阪大発の創薬ベンチャー「アンジェス」（大阪府茨木市）は２０日、新型コロナウイルスの感染や重症化を防ぐ

ワクチンの臨床試験（治験）について、月内にも５００人規模に増やした第２段階に移ると発表した。 

 有効性などを踏まえ、最終段階の治験を数万人規模に拡大して２０２１年以降に行うとしており、目標として

いた同年春ごろの実用化は難しくなった。 

 アンジェスによると、第２段階の治験では同年３月までに、関西と関東の８施設で計５００人に接種。安全性

や有効性のほか、適切な接種間隔なども検証する。 

---------- 

・“有効性 95％”コロナワクチン被験者に訊く 25の疑問「接種後どんな症状が？」 

＜文春オンライン 2020年 11月 24日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/534a43fc3df15ee82ea93165e73a81681321ef49?page=2 
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 新型コロナウイルスのワクチン開発に世界的な期待が高まる中、11月 18日にアメリカ製薬大手ファイザー

（Pfizer）が「臨床試験（治験）が完了した」と発表した。同社によると、ワクチンの有効性は 95％。深刻な副

作用もなく、今後、当局に緊急認可申請を行なっていくという。 

 現時点で、コロナワクチンの情報は少ない。そんな中、筆者はファイザーのコロナワクチンの被験者に話を聞

くことができた。 

---------- 

・コロナ治療「本命」の抗体医薬、米で実用化段階に 

量産・供給のハードル高く 

＜日経新聞 2020年 11月 23日＞ 

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO66544620T21C20A1NN1000/ 

新型コロナウイルス感染症の治療で本命とされる「抗体医薬」が実用化段階に入った。米社が開発中の新薬が相

次いで米国内で条件付きで使用できるようになった。現在の治療薬の多くは他の病気向けの転用だが、抗体医薬

は新型コロナの特化薬だ。近く一部接種が始まる見通しのワクチンとともに、コロナ克服への道を開く可能性が

ある。 

「抗体医薬」は、コロナウイルスと結合し、無力化するたんぱく質「抗体」を薬として使う。 

---------- 

・紙製センサーで感染検査 新型コロナ、日仏共同開発へ 

＜時事ドットコム 2020年 11月 24日＞ 

https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112400147&g=soc&utm_source=top&utm_medium=topics&utm_campaign=

edit 

 東京大とフランス国立科学研究センターの研究チームは２４日までに、新型コロナウイルスに感染しているか、

自分で簡単に検査できる紙製センサーの試作品を来年３月をめどに開発する方針を明らかにした。唾液を紙のセ

ンサーに垂らし、スマートフォンで撮影するだけで、ウイルスの有無を判定できる製品の実現を目指している。 

 東大生産技術研究所の南豪准教授は「紙を使うことで安価になり、使い捨てにできる」と話している。 

---------- 

・学校やビルの下水で監視 新型コロナ、ウイルス検出法確立へ―山梨大 

＜時事ドットコム 2020年 11月 24日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2020112300378&g=soc 

 新型コロナウイルスの感染者発生を素早く捉え、拡大を防止するため、山梨大の原本英司教授らはふん便や鼻

水などにより下水に流れたウイルスを効率良く検出する技術の開発に取り組んでいる。高齢者施設や非感染者対

象の入院病棟、学校、オフィスビルなどの下水でウイルスの有無を監視し、検出した場合はＰＣＲ検査などで感

染者を特定できるようにするのが目標だ。 

 無症状の感染者が増えているが、ＰＣＲ検査などを定期的に続けるのは検査要員やコストの負担が大きい。施

設ごとにまず感染者の発生を把握できれば、負担を減らせる。技術開発は科学技術振興機構の国際共同研究支援

事業で進められており、原本教授は「下水からの検出法を確立し、最終的にはウイルスの濃度から感染者が何人

いるか把握できるようにしたい」と話している。 

 原本教授はこれまで、急性胃腸炎を引き起こすノロウイルスを下水処理場や河川から検出する研究に取り組み、

冬の流行期にノロウイルスの濃度が上昇することを確認した。この技術を新型コロナに応用し、４月に山梨県内

で感染者が増えた時期に、下水処理場で沈殿処理された後、塩素消毒を行う前の水からウイルスのリボ核酸（Ｒ

ＮＡ）を検出することに成功した。 

 新型コロナウイルスには、ノロウイルスにはない「エンベロープ」と呼ばれる脂質と糖たんぱくから成る被膜

があり、下水中のウイルスＲＮＡの回収率に影響するとみられる。このため原本教授は北海道大の北島正章助教

らとともに、新型コロナと構造や形態が近く、人に病原性がないウイルスをモデルとして、７種類の回収方法の

比較実験を行った。その結果、ＲＮＡの回収率が最も高かったのは、下水に塩化マグネシウムを加え、精密なろ

過膜でろ過する方法だった。 

 ウイルスは体内でしか増殖できず、下水に流れて時間がたてば感染力を失うが、感染力が続く期間も解明する

必要があるという。 
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---------- 

・新型コロナウイルスはもはや「怪物」ではない 

「有効性９割」のワクチンと６タイプの薬剤開発の希望 

＜共同通信 2020年 11月 23日＞ https://www.47news.jp/47reporters/5525494.html 

 新型コロナウイルス感染症の状況は予断を許さない。各地で新規感染者は増加し、第３波と思われる感染拡大

の渦中にある。が、一方で感染拡大を止める切り札と期待されるワクチン候補に前向きな試験結果が続々と出て

いる。個人的な話ではあるが、先日、ワクチンと薬の開発動向について講演をし、聴講いただいた方から「これ

まではモンスターだと思いましたが、希望が持てますね」との言葉をいただいた。現在を表すのは、まさにこれ

ではないか。新型コロナ制圧に向けて着実に前向きな動きはある。その希望を示していきたい。 

---------- 

◇大学等関係 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【神奈川～九州・沖縄】（11/20更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 11月 20日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43302.html 

 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【北海道～東京】（11/16更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 11月 16日＞ https://www.u-presscenter.jp/article/post-43243.html 

---------- 

・校長ら教職員１０人感染の小学校、児童７人も感染…交流あった中学校は臨時休校に 

＜読売新聞 2020年 11月 24日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20201123-OYT1T50163/ 

********************************************************************************************* 

[3] 「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画」の改訂及び「残留性有機汚染物

質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画（平成28年10 月）の点検結果」について 

＜環境省 2020年 11月 24日＞ https://www.env.go.jp/press/108682.html 

 残留性有機汚染物質（POPs）に関するストックホルム条約の対象物質の追加等を踏まえ、この度、関係省庁連

絡会議において、同条約に基づく国内実施計画を改定しました。また、平成28年に策定した国内実施計画の点検

も併せて実施しました。今後は、改定された国内実施計画に基づき、関係省庁と連携して、POPsの排出削減、適

正処理、環境監視、国際協力等に引き続き取り組みます。 

１．国内実施計画改定の経緯 

   残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（以下「POPs条約」という。）では、条約に基づく義務 

を履行するため、締約国に国内実施計画を作成し、締約国会議に提出することを義務づけており、新たな物 

質が追加された場合には改定することとされています。日本はPOPs条約を平成14年８月30日に締結し、国内 

実施計画を作成、平成17年８月24日「地球環境保全に関する関係閣僚会議」において了承されました。その 

後、新たにPOPs条約対象物質が発効したことなどを受け、平成24年８月及び平成28年10月に国内実施計画を 

改定しました。 

   今回、平成29年４-５月の第８回締約国会議において対象物質として追加が決定したデカブロモジフェニ 

ルエーテル、短鎖塩素化パラフィン及びヘキサクロロブタジエンの効力が発効したことなどを受け、関係省  

庁連絡会議で国内実施計画（改定案）及び点検結果（案）を取りまとめ、令和２年９月25日(金)から同年10 

月28日（水）まで、国民の皆さまから広く御意見を募集しました。関係省庁連絡会議は、頂いた御意見を踏 

まえて検討 を進め、令和２年11月20日（金）、改定国内実施計画及び点検結果を決定しました。 

   今後は、今回改定した国内実施計画に基づき、関係省庁と連携して取組を進めていくこととしています。 

  また、英訳した国内実施計画を締約国会議に提出することとしています。 

２．改定及び点検の主なポイント 

（1）改定国内実施計画（令和２年11月） 

   POPsに関する以下の諸施策に関して、平成28年10月の国内実施計画改定時以降の状況及び新規追加物質に 

  関する取組についての記載を加えています。 

   ・意図的な製造及び使用から生ずる放出の削減等の措置 
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   ・意図的でない生成から生ずる放出の削減等の措置 

   ・在庫及び廃棄物から生ずる放出の削減等の措置 

   上記の基盤となる施策（環境監視、国際的取組、情報の提供、研究及び技術開発の促進等） 

（2） 国内実施計画（平成28年10月）の点検結果 

  国内実施計画の策定時以降、講じた措置、各種取組、戦略及び対応について点検し、記載しています。 

［添付資料］ 

 ・残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画（令和２年11月改定） 

 ・残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画（平成28年10月）の点検結果 

 ・「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画（改定案）及び残留性有機汚染物 

質に関するストックホルム条約に基づく国内実施計画（平成28年10 月）の点検結果（案）」に対する意見募 

集（パブリックコメント）の結果について 

 参考 

  ※ 添付資料につきましては、環境省HPの報道発表資料のウェブページ 

    （http://www.env.go.jp/press/108682.html）を御確認下さい。 

********************************************************************************************* 

[4] 医薬品等 

◇使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部を改正する件（厚生労働省告示第 362号） 

   [官報] 令和 2年 11月 24日 号外 第 243号 7～8頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201124/20201124g00243/20201124g002430007f.html 

---------- 

◇療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一部を改正する件（厚生労

働省告示第 363号） 

   [官報] 令和 2年 11月 24日 号外 第 243号 8～14頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201124/20201124g00243/20201124g002430008f.html 

********************************************************************************************* 

[5] 肥料 

◇肥料を登録した件（農林水産省告示第 2282号） 

   [官報] 令和 2年 11月 20日 本紙 第 378号 4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201120/20201120h00378/20201120h003780004f.html 

肥料の新規登録 34件が公示された。 

********************************************************************************************* 

[6] 食品安全衛生関係 

◇フランスのイヴリーヌ県からの生きた家きん、家きん肉等の一時輸入停止措置について 

＜農林水産省 2020年 11月 24日＞ https://www.maff.go.jp/j/press/syouan/douei/201124_6.html 

********************************************************************************************* 

[7] 廃棄物関係 

◇プラごみ海洋汚染 米ＮＧＯ、過去１０年間の動物への被害を報告 

＜ＡＦＰ＝時事 2020年 11月 20日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=20201120040843a&g=afp 

大量のプラスチック袋をのみ込み、それが胃の中でメロン大のボールとなって死んだマナティー。小さなプラ

スチック片で内臓に穴が開いたカメの赤ちゃん──。米国沿岸では 2009年以降、1800匹の海洋哺乳類やカメが

プラスチックの犠牲になったと、海洋保護団体が 19日に公開した報告書で発表した。（写真はフィリピン・マニ

ラの浜辺、資料写真） 

 ＮＧＯ「オセアナ」は、米国の海洋動物が過去１０年間に受けた、プラスチック汚染の累積的な影響を調べた。 

 その被害は鳥類や魚類を含めて９００種以上に及び、このうちの多くが絶滅の危機にひんしているか、将来そ

の恐れがあるという。 

 調査では、体内にプラスチックを取り込んでいたカメの約２０％が赤ちゃんだった。 
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 最大の被害をもたらすプラスチックの発生源の特定は困難だ。浜辺に放置された使い捨て製品、密閉化が不十

分なごみ処理場、そして船舶から投棄される輸出廃棄物まで、考えられる原因は多岐にわたる。 

 解決策となり得るのはこういった問題の改善はもちろん、プラスチックごみの連鎖をたどり、何より人々がプ

ラスチック製品への依存度と消費量を減らすことにあると、同団体は指摘している。 

********************************************************************************************* 

[8] 温暖化対策関係 

◇二酸化炭素の 19年世界平均濃度、過去最高 上昇幅も拡大 WMO 

＜毎日新聞 2020年 11月 23日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/fe2b422f2769303b4bcaec66b9ba8b7ed5dfa2a9 

 世界気象機関（WMO）は 23日、主要な温室効果ガスの二酸化炭素（CO2）について、2019年の世界平均濃度が

410・5ppm（ppmは 100万分の 1、体積比）に達し、過去最高を更新したと発表した。WMOの温室効果ガスのデー

タを集約・分析している日本の気象庁によると、CO2濃度は統計を取り始めた 1984年以降、毎年高くなっている

という。 

 19年の世界平均濃度は 18年と比べ 2・6ppm上昇し、上昇幅は過去 10年間の年間平均 2・37ppmより大きかっ

た。産業革命前の水準（約 278ppm）と比べると約 1・5倍に達した。気象庁によると、長期的には濃度の増加の

上昇幅がやや大きくなってきているという。石油など化石燃料の利用拡大が要因とみられる。 

 また、CO2の 25倍の温室効果があるメタンの世界平均濃度も、19年は過去最高を更新。産業革命前から約 2・

6倍の水準に達した。 

---------- 

◇特定復興再生拠点のある地域及び旧避難指示区域における地域の脱炭素まちづくりを進めるため、再生可能エ

ネルギーの導入等に係るプロジェクトを始動します 〜「脱炭素・資源循環『まち・暮らし創生』FS事業」〜 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108696.html 

********************************************************************************************* 

[9] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇「令和2年度ローカルSDGsリーダー研修プログラム "migakiba(ミガキバ)" 」参加者を募集します 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108699.html 

---------- 

◇2020年度L2-Tech水準表の意見募集について〜2020年度L2-Techリスト及び2020年度L2-Tech水準表（素案）公表

のお知らせ〜 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108693.html 

---------- 

◇令和3(2021)年度科学研究費助成事業－科研費－（学術変革領域研究（Ａ・Ｂ））の公募について 

＜文部科学省 2020年11月24日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afwFacvKtWjBjnbJ 

********************************************************************************************* 

[11] その他省庁発表 

◇医師法施行規則等の一部を改正する省令（厚生労働省令第 187号） 

   [官報] 令和 2年 11月 24日 号外 第 243号 1～6頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201124/20201124g00243/20201124g002430001f.html 

〇厚生労働省令第 187号 

医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第六条第三項、歯科医師法 （昭和二十三年法律第二百二号）第六条第三

項及び薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号）第九条の規定に基づき、医師法施行規則等の一部を改正する

省令を次のように定める。 

令和 2年 11月 24日                        厚生労働大臣  田村 憲久 

医師法施行規則等の一部を改正する省令 

（医師法施行規則の一部改正） 
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第一条 医師法施行規則（昭和二十三年厚生省令第四十七号）の一部を次のように改正する。 

第二条中「令第四条第七号」を「令第四条第八号」に、 「第六号まで」を「第七号まで」 に改める。 

  第二号書式を次のように改める。 

医師届出票   第二号書式（第六条関係） ―省略― 

（歯科医師法施行規則の一部改正） 

第二条 歯科医師法施行規則（昭和二十三年厚生省令第四十八号）の一部を次のように改正する。 

第二号書式を次のように改める。 

歯科医師届出票   第二号書式（第六条関係） ―省略― 

（薬剤師法施行規則の一部改正） 

第三条 薬剤師法施行規則（昭和三十六年厚生省令第五号）の一部を次のように改正する。 

様式第六を次のように改める。 

薬剤師届出票   第六号書式（第七条関係） ―省略― 

   附 則 

 この省令は、公布の日から施行する。 

********************************************************************************************* 

[11] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・第５回「芳香族アミン取扱事業場で発生した膀胱がんの業務上外に関する検討会」を開催します 

   11月 30日、非公開 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14893.html 

（１）MOCAのばく露と膀胱がん発症との因果関係について 

（２）個別労災請求事案の業務上外について 

＊備考 MOCA：３，３’－ジクロロ-４，４’-ジアミノジフェニルメタン （略称 MOCA、MBOCA） 

別名 「4,4'-メチレンビス（2-クロロアニリン）」、「ビス（4‐アミノ-3-クロロフェ ニル）メタン」 など ・CAS 

番号 101-14-4 

・中央環境審議会 総合政策部会 公害財特法の在り方検討小委員会（第３回）の開催について 

   11月27日、WEB形式 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108689.html 

    （１）公害財特法の在り方について 

・有明海・八代海等総合調査評価委員会水産資源再生方策検討作業小委員会（第６回）及び海域環境再生方策検

討作業小委員会（第６回）の合同開催について   12月８日 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108695.html 

（１）有明海・八代海等総合調査評価委員会の中間取りまとめに向けた作業について 

（２）魚類等に関する情報収集等 

（３）有用二枚貝に関する情報収集等 

（４）その他 

・令和２年度第４回「熱中症予防対策に資する効果的な情報発信に関する検討会」の開催について 

   12月２日、Web会議 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108668.html 

（１）令和３年度の新たな情報発信について 

（２）今夏の「熱中症警戒アラート（試行）」の検証について 

（３）最終報告書（案）について 

（４）その他 

・総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会(第 44
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回）    11月 27日、オンライン会議 

＜経済産業省 2020年 11月 24日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/36045 

 1. 非化石価値取引市場について 

 2. 容量市場について 

・総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会 バイオマス持続可能性

ワーキンググループ（第 9回）    11月 30日 

＜経済産業省 2020年 11月 24日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/36006 

1. FIT制度が求める持続可能性を確認できる第三者認証及び持続可能性確認に係る経過措置について 

2. 調達価格等算定委員会への報告内容について 

3. バイオマス発電のライフサイクル GHGに係る業界団体ヒアリング 

・私学共済制度の在り方等に関する調査研究協力者会議（第5回）の書面開催について   12月1～10日 

＜文部科学省 2020年11月24日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afwFacvKtWjBjnbH 

  1. 私学共済制度の改正事項について 

  2.  厚生年金保険給付積立金の管理及び運用の状況についての評価について 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・第４回「芳香族アミン取扱事業場で発生した膀胱がんの業務上外に関する検討会」議事概要   ９月 15日 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14897.html 

（１）MOCAのばく露と膀胱がん発症の関係について 

 （２）個別労災事案について 

 （３）今後の検討事項について 

・薬事・食品衛生審議会薬事分科会血液事業部会令和２年度第４回運営委員会資料   11 月 24日 

＜厚生労働省 2020年 11月 24日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14774.html 

１．感染症定期報告について 

２．血液製剤に関する感染症報告事例等について 

３．令和２年度第２回献血推進調査会の審議結果について 

４．その他 

・G20環境大臣会合の結果について   ９月 16日、オンライン 

＜環境省 2020年 11月 24日＞ http://www.env.go.jp/press/108709.html 

（１）Ｇ２０環境大臣会合コミュニケ（原文・仮約）（別紙１） 

（２）土地劣化の減少及び陸域生息地の保全強化に関する世界イニシアティブのエグゼクティブサマリー 

（原文・日本語版の概要）（別紙２） 

（３）世界サンゴ礁研究開発促進プラットフォームのエグゼクティブサマリー（原文・日本語版の概要）（別紙

３） 

********************************************************************************************* 

[12] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・鹿児島県の死亡野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルス検査陰性について 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108714.html 

---------- 

・北海道の野鳥糞便における高病原性鳥インフルエンザウイルス検査陽性事例（野鳥国内１例目）の野鳥監視重

点区域の解除について 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108713.html 

---------- 
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・香川県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認（家きん国内８例目）について 

＜環境省 2020年11月24日＞ https://www.env.go.jp/press/108712.html 

---------- 

・致死率 30%超 スーパー耐性菌 コロナの陰で流行の恐れ 

＜日経新聞 2020年 11月 24日＞ 

https://style.nikkei.com/article/DGXMZO65815190U0A101C2000000 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的に猛威を振るうなか、あらゆる薬剤に耐性を持つこともあるス

ーパー（超多剤）耐性菌「カンジダ・アウリス（Candida auris、カンジダ・オーリスとも）」の感染が一部で拡

大していると、医師たちが警鐘を鳴らしている。カンジダ・アウリスは特に院内感染で広がりやすく、今年（2020

年）はコロナ患者であふれる医療現場に大きな負担がかかっているためだ。 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・微小カプセルがん治療、川崎医大 血管通って届き、薬放出 

＜共同通信 2020年 11月 24日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/6dcd4793209b21bb865d6ac582ba19b0d65d0569 

 がんの増殖を抑制する薬の入った微小な高分子のカプセルを肝臓がんのマウスに注射し、進行を抑える実験に

成功したと、川崎医大（岡山県倉敷市）の日野啓輔教授らのチームらが 24日までに発表した。成果は米国の消化

器学専門誌の電子版に掲載された。  

 がん組織の血管の壁には隙間が多く、20～200ナノメートル（ナノは 10億分の 1）程度の物質が外にしみ出し

やすい。チームはこの性質を利用し、薬を入れた直径 120ナノメートル前後のカプセルを静脈注射。がんに届く

と溶け、薬を放出するとみられる。全身投与するよりもがんに届きやすく、使用量が少なく済み、害も小さい。 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇東日本大震災１０年へ 放射性雲、どう流れたか                  上記 [1] 関係  

原発事故時の大気中濃度が判明／「再現」精緻に 

＜朝日新聞 2020年 11月 23日＞ https://www.asahi.com/articles/DA3S14704882.html 

 東京電力福島第一原発事故で被害を広げたのが、放射性物質を含んだ空気の塊「プルーム（放射性雲）」だ。

原発から出た後、いつ、どこを通ったのか。研究者らが地道に追い続け、詳しい様子が少しずつ「再現」されて

きた。 

 2011年 3月、メルトダウン(炉心溶融)を起こした１～３号機の原子炉内からは、大量の放射性物質が何回にも

わたり、断続的に大気中に放出された。この気体の塊が「ブルーム」。もくもくと立ち昇る煙という意昧だ。風

で流され、雨にあうと多くの放射性物質を地面に落とす。大気中に出たセシウム 137の総量は約 1・5京ベクレル、

その 10～20％程度が陸域に沈着したと推定されている。 

ブルームは、風向きで刻々と行き先が変わる。いつ、どこを通ったのか。空間放射線量、気象データ、地面に

沈着した放射性物質の量などを組み合わせ、後から推定するしかない。 

当時の放射性物質の大気中の濃度がわかれば、より精織（せいち）にプルームを再現できる。そこで、東京大

や首都大学東京(現・東京都立大)、国立環境研究所などのチームが着目したのが、大気汚染の測定局で使われて

いるテープ濾紙（ろし）だ。 

もともと、呼吸疾患につながるおそれのある大気中の浮遊粒子状物質(SPM)の濃度を調べるもの。事故当時は、

セシウムなどの放射性物質も付いており、分析すれば1時間ごとの大気中濃度を明らかにできる。チームは数年か

けて約100局の漏紙を分析し、3月12日からの約2週間で出たプルームを大小約20に分類した。 

測定局は全国に約 1900地点ある。リモート・センシング技術センター客員研究員の鶴田治雄さんは「測定局は

密にあり、どの時間帯に、どの地点で、どんな濃度で運ぼれたかがわかってきた」と話す。東京大名誉教授の中

島映至（てるゆき）さんは「大気汚染の測定網を有効利用できたのがポイント。地面に落ちずに空気中に浮かん

でいた放射性物質の濃度がわかったのは画期的だ」と解説する。 

大気中の放射性物質濃度がわかることで、吸い込んでしまった周辺住民の内部被曝を正しく推計することにも
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つながる。 

3月12日午後2時半ごろ、１号機で格納容器の圧力を下げるために放射性物質を含む蒸気を出す「ベント」に成

功したとされ、午後3時36分には建屋で水素爆発が起きた。この時ブルームが北や北西に流れたことはわかってい

た。チームは原発の北西約3キロにある測定局の濾紙を調べ、濃度が最大になったのは水素爆発の前だったと突き

止めた。ベントから間もない時間帯で、避難が終わっていない地域を通過した可能性がある。 

東大の森口祐一教授は「内部被曝の線量を推計するうえで、ヨウ素131を多く含んでいる可能性を考慮する必要

がある」と指摘する。ベントに伴うブルームは、ほかのプルlムよりヨウ素の割合が大きかったと考えられている

からだ。ヨウ素131は半減期が８日と短く、当時の実測値が限られているが、初期の内部被曝への影響は小さくな

いとされる。 

濾紙の分析で、広範囲の汚染につながったほかのプルームの経路も裏付けられてきた。 

放出量が最も多かったとされる3月15日。午前中に出たブルームの一つは南下した後、東からの風で流れる向き

を変えた。別のブルームは午後から夜にかけて原発の北西方向に運ばれ、飯舘村など原発から数十キロの帯状の

汚染につながったとみられている。環境研フエローの大原利員さんは「多くの実測データを加味したことで、経

路推定は確実性が増した」と話す。 

ブルームで汚染された地域も、これまでに空間線量は大幅に下がってきた。 

日本原子力研究開発機構などは、原発の半径80㌔圏の線量を定期的に測ってきた。約6500の定点のほか、舗装

道路などは車や歩きで、広域や原発周辺はヘリコプターを使う。国が長期目標とする年間の追加被曝線量は1ミリ

シーベルト(毎時0・23マイクロシーベルト)。2011年と19年を比べると、毎時0・2マイクロシーベルト以下の地域

の割合は、17％から84％に広がった。 

線量の低下は、まず放射能が自然に減る影響が大きい。計算上は16年までの約５年間で当初の37％まで低下す

るが、実際に測ると、人の生活に関わる場所ではずっと速く下がっている。特に、舗装された道路の線量は、自

然に減る線量の３分の１しかなかった。セシウムが雨などで流されるためだ。人の手が入る農地なども減りが速

い。 

人の手が入らない公民館の庭のような「平坦（へいたん）地」でも、自然に減る線量の半分だった。セシウム

が土の中に浸透し、放射線が遮られるためだ。一方で、森林は自然に減る線量とほぼ同程度に高止まりした。空

間線量の減り方は、生活する人たちの被曝に関わる。原子力機構の斎藤公明（きみあき）さんは「福島は土地利

用が異なる地域が混在している。人が活動する地域ごとに解析し、減少傾向を詳しく把握する必要がある」と話

す。 
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